
都道府県知事の皆様へ 
 
「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地
方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律案」の閣議決定について 

 

 本日、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うため
の地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律案」が閣議決定されまし
た。法律案では「社会保障・税一体改革大綱」（平成 24 年 2 月 17 日閣議決定）
に沿って、地方消費税の税率を 1.2％引き上げるとともに、消費税に係る交付
税率を変更し、消費税率換算で 0.34％充実するとされています。また、地方
消費税率の引上げに係る改正規定の施行前に、経済状況の好転について、名
目及び実質の経済成長率、物価動向等、種々の経済指標を確認し、経済状況
等を総合的に勘案した上で、その施行の停止を含め所要の措置を講ずるもの
とするとされています。 
「社会保障・税一体改革大綱」において、引上げ分の地方消費税に関し、「地

方団体の意見を踏まえて結論を得る」とされた点については、各都道府県に
照会のうえ、国に対し意見を提出したところですが、「地方消費税収の使途の
明確化」については、「消費税法第 1 条第 2項に規定する経費（制度として確
立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための
施策に要する経費）その他社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生
に関する施策）に要する経費に充てる」こととされ、「地方の社会保障に要す
る費用に広く充てるとすべき」とした全国知事会の意見が反映されたものと
なりました。また、全国知事会の意見どおり、引上げ分の地方消費税につい
て、都道府県と市町村の配分を現行どおり１：１とした上で、引上げ分の地
方消費税に係る市町村交付金については、全額人口により按分して交付する
とされています。 
本日併せて閣議決定された「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜

本的な改革を行うための消費税法等の一部を改正する法律案」において、 
・ 地方の地球温暖化対策に関する財源確保について検討する（第 7 条 1 号ル） 
・ 自動車取得税及び自動車重量税について、安定的な財源を確保した上で、

地方財政にも配慮しつつ、簡素化、負担の軽減及びグリーン化の観点から、
見直しを行う（第 7 条 1 号ワ） 

こととされました。 
また、地方税制については、 

・ 地方法人特別税及び地方法人特別譲与税について、税制の抜本的な改革に
併せて抜本的に見直しを行う（第 7条 5 号イ） 

・ 税制の抜本的な改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の在
り方を見直すことにより税源の偏在性を是正する方策を講ずる（第 7 条 5
号ロ） 

こととし、今後、地方団体の意見等も踏まえつつ、国と地方の税制全体を通
じて幅広く検討を進めることとされました。 
このほか、総務省に対して、税制の抜本的な改革に関連し、地方消費税の

清算基準や地方交付税の算定方法等の課題があると申し入れました。これら
の点については、地方消費税率の引上げ時期を目途に、地方の意見を踏まえ
て検討するとのことですので、今後、地方税財政特別委員会を中心に、全国
知事会として議論を深めてまいりたいと考えております。 

平 成 2 4 年 3 月 3 0 日 
全国知事会地方税財政特別委員長 

                              富 山 県 知 事  石井  隆一 
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社会保障・税一体改革素案に係る検討事項についての意見 

 

平成 24 年 1 月 27 日 

全 国 知 事 会  

 

１ 地方消費税収の使途の明確化について 

消費税収を主たる財源として安定財源を確保することにより、社会保障制度の安定・

強化につなげていくことを明確にするため、法律上、地方消費税収（現行分の地方消費

税を除く。）の使途を明記することが適当である。 

その際、社会保障制度の信頼を高めるには、地方公共団体が住民に身近なところで設

計し実行する分権的な社会保障サービスの提供が重要であり、平成 21 年度税制改正法附

則第 104 条においても、「地方分権の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源

の確保の観点から、地方消費税の充実を検討する」とされていることから、地方消費税

収の使途については、「地方の社会保障に要する費用」に広く充てるとすべきである。 

なお、地方の社会保障に要する費用の例示を行う場合は、医療、介護、少子化対策等、

地方が相当の役割を担っている社会保障分野を中心に、必要最小限度とすべきである。 

地方消費税の「使途を明確化する具体的な方法」については、各地方公共団体の判断

により柔軟に説明できるよう検討すべきである。 

 

また、地方交付税の原資となる消費税収（地方分）については、「地方交付税の使途を

制限してはならない」という基本的枠組みを変更してはならず、個々の地方公共団体に

おいて地方交付税と社会保障に要する費用との対応関係の明確化を求めることは適当で

はないが、消費税収を社会保障財源とする観点から、例えば地方財政計画において、地

方財政全体として消費税収（現行分を除く。）と社会保障に要する費用との対応関係を明

確にする措置を講じることが適当である。 

 

２ 引上げ分の地方消費税収の都道府県と市町村の配分について 

引上げ分の地方消費税収の都道府県と市町村の配分については、現行どおり１：１と

することが適当である。 

 

３ 引上げ分の地方消費税に係る市町村交付金の交付基準について 

引上げ分の地方消費税に係る市町村交付金の交付基準については、市町村の意見を尊

重すべき事項であるが、社会保障財源化されることを踏まえ、全額人口によりあん分し

て交付することが適当である。 
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「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための 

地方税法及び地方交付税法の一部を改正する法律案」の概要 

 

 

(1)   地方消費税の税率の引上げ 

１ 地方税法の一部改正（第１条・第２条） 

地方消費税の税率を次のとおり引き上げる。 

 

 税率 消費税率換算（参考） 消費税と合わせた税率（参考） 

現行 100分の25 １％ ５％ 

平成26年４月１日～ 63分の17 1.7％ ８％ 

平成27年10月１日～ 78分の22 2.2％ 10％ 

 

(2)   引上げ分の地方消費税の使途の明確化 

引上げ分の地方消費税（市町村交付金を含む。）については、消費税法第１条第

２項に規定する経費（※）その他社会保障施策に要する経費に充てるものとする。 

   （※）制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費 

 

(3)   引上げ分の地方消費税に係る市町村交付金の交付基準 

引上げ分の地方消費税に係る市町村交付金については、(2)のとおり社会保障財

源化されることを踏まえ、全額人口により按分して交付する（※）。 

（※）現行分の地方消費税に係る市町村交付金の交付基準（人口：従業者数＝１：１により按分）は変更しない。 

   

 

 

２ 地方交付税法の一部改正（第３条～第５条） 

消費税に係る地方交付税率を次のとおり変更する。 

 

地方交付税率 消費税率換算（参考） 

現行 29.5％ 1.18％ 

平成26年度  22.3％ 1.40％ 

平成27年度  20.8％ 1.47％ 

 平成28年度～ 19.5％ 1.52％ 
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(1) 地方消費税率の引上げに当たっての措置（附則第19条） 

３ その他 

・ 地方消費税率の引上げに当たっては、経済状況を好転させることを条件と

して実施するため、物価が持続的に下落する状況からの脱却及び経済の活性

化に向けて、平成23年度から平成32年度までの平均において名目の経済成

長率で３％程度かつ実質の経済成長率で２％程度を目指した望ましい経済成

長の在り方に早期に近づけるための総合的な施策の実施その他の必要な措置

を講ずる。 

・ この法律の公布後、地方消費税率の引上げに当たっての経済状況の判断を

行うとともに、経済財政状況の激変にも柔軟に対応する観点から、第１条及

び第２条に規定する地方消費税率の引上げに係る改正規定のそれぞれの施行

前に、経済状況の好転について、名目及び実質の経済成長率、物価動向等、

種々の経済指標を確認し、前項の措置を踏まえつつ、経済状況等を総合的に

勘案した上で、その施行の停止を含め所要の措置を講ずる。 

 

(2) その他 

    その他所要の規定の整備等を行う。 
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「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税
法等の一部を改正する等の法律案」（概要）より 
 

 
税制の抜本的な改革及び関連する諸施策について（第７条関係） 

 
１ 消費課税については、消費税率の引上げを踏まえて、次に定めるとおり検
討すること。 
 
イ 番号制度の本格的な稼動及び定着を前提に、関連する社会保障制度の見

直し及び所得控除の抜本的な整理と併せて、総合合算制度、給付付き税額
控除等の低所得者に配慮した再分配に関する総合的な施策を導入する。 

 
ロ イの再分配に関する総合的な施策の実現までの間の暫定的及び臨時的な

措置として、社会保障の機能強化との関係も踏まえつつ、給付の開始時期、
対象範囲、基準となる所得の考え方、財源の問題、執行面での対応の可能
性等について検討を行い、簡素な給付措置を実施する。 

 
ハ 消費税の簡易課税制度の仕入れに係る概算的な控除率については、今後、

更なる実態調査を行い、その結果も踏まえた上で、その水準について必要
な見直しを行う。 

 
ニ 消費税率が段階的に引き上げられることも踏まえ、消費税の円滑かつ適

正な転嫁に支障が生ずることのないよう、事業者の実態を十分に把握し、
次に定める取組を含め、より徹底した対策を講ずる。 

（１）消費税の円滑かつ適正な転嫁に資するため、事業者等が消費税の転嫁
及び価格表示等に関して行う行為についての指針を策定し、その周知徹
底を図り、相談等を行うこと。 

（２）中小事業者向けに相談の場を設置するとともに、講習会の開催等を行
うこと。 

（３）取引上の優越的な地位を利用して下請事業者等からの消費税の転嫁の
要請を一方的に拒否すること等の不公正な取引の取締り及び監視の強化
を行うこと。 

（４）競争を実質的に制限することにより対価を不当に引き上げる行為を抑
止するための独占禁止法の厳正な運用及び便乗値上げ防止のための調査、
監督及び指導を行うこと。 

（５）適正な転嫁等への取組を効果的に推進する観点から、関係行政機関の
相互の緊密な連携を確保し、総合的に対策を推進するための本部を内閣
に設置すること。 

 
ホ 取引に際しての価格表示と消費税との関係については、外税、内税等に

係る様々な議論を勘案しつつ、事業者間取引、相対取引等におけるその表
示の在り方を含め、引き続き、実態を踏まえつつ、様々な角度から検討す
る。 
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ヘ 医療機関等における高額の投資に係る消費税の負担に関し、新たに一定

の基準に該当するものに対し区分して措置を講ずることを検討し、医療機
関等の仕入れに係る消費税については、診療報酬等の医療保険制度におい
て手当をすることとし、医療機関等の消費税の負担について、厚生労働省
において定期的に検証を行う場を設けることとするとともに、医療に係る
消費税の課税の在り方については、引き続き検討する。 

 
ト 住宅の取得については、取引価額が高額であること等から、消費税率の

引上げの前後における駆け込み需要及びその反動等による影響が大きいこ
とを踏まえ、一時の税負担の増加による影響を平準化し、及び緩和する観
点から、住宅の取得に係る必要な措置について財源も含め総合的に検討す
る。 

 
チ 消費税及び地方消費税の賦課徴収に関する地方公共団体の役割を拡大す

るため、当面、現行の制度の下でも可能な納税に関する相談を伴う収受等
の取組を進めた上で、地方公共団体における体制の整備状況等を見極めつ
つ、消費税を含む税制の抜本的な改革を行う時期を目途に、消費税及び地
方消費税の申告を地方公共団体に対して行うことを可能とする制度の導入
等について、実務上の問題点を十分に整理して、検討する。 

 
リ 酒税、たばこ税及び石油関係諸税については、個別間接税を含む価格に

消費税が課されることが国際的に共通する原則であることを踏まえ、国及
び地方の財政状況、課税対象となる品目をめぐる環境の変化、国民生活へ
の影響等を勘案しつつ、引き続き検討する。 

 
ヌ 酒税については、類似する酒類間の税負担の公平性の観点も踏まえ、消

費税率の引上げに併せて見直しを行う方向で検討する。 
 

 

ル 森林吸収源対策及び地方の地球温暖化対策に関する財源確保について検
討する。 

ヲ 燃料課税については、地球温暖化対策等の観点から当分の間税率が維持
されていること及び平成 24年度以降において石油石炭税の税率の上乗せを
行うこととしたことも踏まえ、引き続き検討する。 

 

 

ワ 自動車取得税及び自動車重量税については、国及び地方を通じた関連税
制の在り方の見直しを行い、安定的な財源を確保した上で、地方財政にも
配慮しつつ、簡素化、負担の軽減及びグリーン化の観点から、見直しを行
う。 

カ 印紙税については、建設工事の請負に関する契約書、不動産の譲渡に関
する契約書及び金銭又は有価証券の受取書について負担の軽減を検討する。 
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２ 個人所得課税については、次に定めるとおり検討すること。 
 
イ 金融所得課税については、平成 26 年１月から所得税及び個人住民税をあ

わせて 20％の税率が適用されることを踏まえ、その前提の下、平成 24年度
中に公社債等に対する課税方式の変更及び損益通算の範囲の拡大を検討す
る。 

 
ロ 扶養控除の在り方については、真に税負担の減殺に配慮が必要な者が対

象となっているかどうかとの観点及び課税ベースの拡大等の観点を踏まえ
るほか、今後更に具体化される社会保障制度の改革の内容及び給付付き税
額控除の導入をめぐる議論も踏まえつつ、検討する。 

 
ハ 年齢二十三歳以上七十歳未満の扶養親族を対象とする扶養控除について

は、関連する社会保障制度の内容も踏まえつつ、検討する。 
 
ニ 配偶者控除については、当該控除をめぐる様々な議論、課税単位の議論

及び社会経済状況の変化等を踏まえつつ、引き続き検討する。 
 
ホ 給与所得控除については、給与所得者の必要経費に比して過大となって

いないかどうか等の観点から、実態を踏まえつつ、今後、その在り方につ
いて検討する。 

 
ヘ 年金課税の在り方については、年金の給付水準や負担の在り方など今後

の年金制度改革の方向性も踏まえつつ、見直しを行う。 
 
ト 個人住民税については、地域社会の費用を住民がその能力に応じて広く

負担を分かち合うという個人住民税の基本的性格（（２）において「地域社
会の会費的性格」という。）を踏まえ、次に定める基本的方向性により検討
する。 

（１）税率構造については、応益性の明確化、税源の偏在性の縮小及び税収
の安定性の向上の観点から、平成 19年度に所得割の税率を比例税率とし
た経緯を踏まえ、比例税率を維持することを基本とする。 

（２）諸控除の見直しについては、地域社会の会費的性格をより明確化する
観点から、個人住民税における所得控除の種類及び金額が所得税におけ
る所得控除の種類及び金額の範囲内であること並びに個人住民税におけ
る政策的な税額控除が所得税と比較して極めて限定的であることを踏ま
えるとともに、所得税における諸控除の見直し及び低所得者への影響に
留意する。 

（３）個人住民税の所得割における所得の発生時期と課税年度の関係の在り
方については、番号制度の導入の際に、納税義務者、特別徴収義務者及
び地方公共団体の事務負担を踏まえつつ、検討する。 

 
３ 法人課税については、平成 27年度以降において、雇用及び国内投資の拡大
の観点から、実効税率の引下げの効果及び主要国との競争上の諸条件等を検
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証しつつ、その在り方について検討すること。 
 
４ 資産課税については、次に定めるとおり検討すること。 
 
イ 事業承継税制について、中小企業における経営の承継の円滑化に関する

法律に基づく認定の運用状況等を踏まえ、その活用を促進するための方策
や課税の一層の適正化を図る措置について検討を行い、第５条の規定の施
行に併せて見直しを行う。 

 
ロ 相続税について、老後における扶養の社会化が高齢者の資産の維持に寄

与している面もあることも踏まえ、課税方式を始めとした様々な角度から
引き続きその在り方を検討する。 

 

 
５ 地方税制については、次に定めるとおり検討すること。 

 

イ 地方法人特別税及び地方法人特別譲与税について、税制の抜本的な改革
において偏在性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置であ
ることを踏まえ、税制の抜本的な改革に併せて抜本的に見直しを行う。 

 

ロ 税制の抜本的な改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の
在り方を見直すことにより税源の偏在性を是正する方策を講ずることとし、
その際には、国と地方の税制全体を通じて幅広く検討する。 

６ 番号制度については、税務における一層の適正かつ円滑な利用を確保する
観点から、番号法及び同法の整備法の公布後、納税者の利便の向上、個人番
号及び法人番号の告知、本人確認の実効性の確保並びに調書の拡充による必
要な情報の収集等に関する各種の施策について、納税者及び事業者の事務負
担等にも配慮しつつ、引き続き検討すること。 

 
７ 国際的な取引に関する課税については、国際的な租税回避の防止、投資交
流の促進等の観点から必要に応じて見直すとともに、国際連帯税について国
際的な取組の進展状況を踏まえつつ、検討すること。 

 
８ 歳入庁の創設による税と社会保険料を徴収する体制の構築について本格的
な作業を進めること。 
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を

除
い

た
も

の
で

あ
る

。

（
注

２
）

個
人

住
民

税
の

税
収

額
は

、
個

人
道

府
県

民
税

（
均

等
割
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割
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民
税

（
均

等
割

及
び

所
得

割
）
及

び
個

人
市

町
村

民
税
(均

等
割

及
び

所
得

割
）
の

合
計

額
で

あ
り

、
超

過
課

税
分

を
除

く
。

（
注

３
）

地
方

法
人

二
税

の
税

収
額

は
、

法
人

道
府

県
民

税
、

法
人

市
町

村
民

税
及

び
法

人
事

業
税

の
合

計
額

で
あ

り
、

超
過

課
税

分
を

除
く
。

（
注

４
）

固
定

資
産

税
の

税
収

額
は

、
道

府
県

分
を

含
み

、
超

過
課

税
分

を
除

く
。

（
注

５
）

人
口

は
、

平
成

2
3
年

３
月

3
1
日

現
在

の
住

民
基

本
台

帳
人

口
に

よ
る

。
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葉
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潟
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滋
賀

県

京
都

府

大
阪

府

兵
庫

県

奈
良

県

和
歌

山
県

鳥
取

県

島
根

県

岡
山

県

広
島

県

山
口

県

徳
島

県

香
川

県

愛
媛

県

高
知

県

福
岡

県

佐
賀

県

長
崎

県

熊
本

県

大
分

県

宮
崎

県

鹿
児

島
県

沖
縄

県

全
国

66
.7

55
.2

55
.5
83
.9

54
.1

56
.7 71

.3 87
.8

90
.9

87
.8

69
.4

69
.8

25
0.
6

83
.2

77
.6 83
.7

86
.2 10

3.
4

10
3.
8

74
.5

77
.2 98

.4 11
7.
5

91
.8 10
5.
7

93
.3

12
3.
0

79
.5

46
.4 62

.1
61
.6

65
.7 83

.7 98
.4

78
.6 94

.0 10
1.
6

84
.9

49
.7

82
.2

71
.5

55
.7

57
.8 68
.2

54
.7

56
.7

59
.0

10
0.
0

0
50

10
0

15
0

20
0

25
0

30
0

北
海

道

青
森

県

岩
手

県

宮
城

県

秋
田

県

山
形

県

福
島

県

茨
城

県

栃
木

県

群
馬

県

埼
玉

県

千
葉

県

東
京

都

神
奈

川
県

新
潟

県

富
山

県

石
川

県

福
井

県

山
梨

県

長
野

県

岐
阜

県

静
岡

県

愛
知

県

三
重

県

滋
賀

県

京
都

府

大
阪

府

兵
庫

県

奈
良

県

和
歌

山
県

鳥
取

県

島
根

県

岡
山

県

広
島

県

山
口

県

徳
島

県

香
川

県

愛
媛

県

高
知

県

福
岡

県

佐
賀

県

長
崎

県

熊
本

県

大
分

県

宮
崎

県

鹿
児

島
県

沖
縄

県

全
国

10
1.
3

93
.6

91
.6 10
0.
0

92
.7

91
.5

92
.1

91
.9 97
.9

95
.3

80
.6 88
.2

14
9.
0

90
.2 96
.8

96
.4

99
.3

96
.5

97
.5

10
0.
4

92
.7 10
1.
5

10
8.
0

94
.5

81
.8 10

1.
9

10
8.
1

91
.0

76
.0 82
.2 94
.4

89
.1

92
.9

96
.7

91
.0

87
.7 99
.3

86
.5

91
.6 97
.9

89
.3

88
.9

92
.5

96
.5

90
.2

86
.7

75
.0
10
0.
0

0
50

10
0

15
0

20
0

北
海

道

青
森

県

岩
手

県

宮
城

県

秋
田

県

山
形

県

福
島

県

茨
城

県

栃
木

県

群
馬

県

埼
玉

県

千
葉

県

東
京

都

神
奈

川
県

新
潟

県

富
山

県

石
川

県

福
井

県

山
梨

県

長
野

県

岐
阜

県

静
岡

県

愛
知

県

三
重

県

滋
賀

県

京
都

府

大
阪

府

兵
庫

県

奈
良

県

和
歌

山
県

鳥
取

県

島
根

県

岡
山

県

広
島

県

山
口

県

徳
島

県

香
川

県

愛
媛

県

高
知

県

福
岡

県

佐
賀

県

長
崎

県

熊
本

県

大
分

県

宮
崎

県

鹿
児

島
県

沖
縄

県

全
国

75
.7

72
.7

75
.3 85
.9

70
.7

75
.1 90

.6
95
.9 10
4.
0

10
0.
5

88
.0

91
.1

15
6.
6

10
4.
6

92
.7

97
.5

96
.8 11
1.
4

96
.9

93
.6

93
.4 11

0.
9

11
8.
2

10
5.
3

99
.8

94
.4 10
7.
8

99
.5

70
.6 82
.7

77
.4

77
.7 93

.2
97
.7

93
.8

92
.8

87
.6

88
.3

75
.2 87
.6

79
.2

68
.0

71
.0 86

.4
70
.2

73
.0

73
.0
10
0.
0

0
50

10
0

15
0

20
0

北
海

道

青
森

県

岩
手

県

宮
城

県

秋
田

県

山
形

県

福
島

県

茨
城

県

栃
木

県

群
馬

県

埼
玉

県

千
葉

県

東
京

都

神
奈

川
県

新
潟

県

富
山

県

石
川

県

福
井

県

山
梨

県

長
野

県

岐
阜

県

静
岡

県

愛
知

県

三
重

県

滋
賀

県

京
都

府

大
阪

府

兵
庫

県

奈
良

県

和
歌

山
県

鳥
取

県

島
根

県

岡
山

県

広
島

県

山
口

県

徳
島

県

香
川

県

愛
媛

県

高
知

県

福
岡

県

佐
賀

県

長
崎

県

熊
本

県

大
分

県

宮
崎

県

鹿
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島
県

沖
縄

県

全
国

個
人

住
民

税
地

方
消

費
税

（
清

算
後

）

最
大

／
最

小
：
２

．
６

倍

３
５

．
２

兆
円

最
大

／
最

小
：
５

．
４

倍

４
．

６
兆

円

最
大

／
最

小
：
２

．
３

倍

８
．

９
兆

円
最

大
／

最
小

：
２

．
９

倍

１
１

．
３

兆
円

最
大

／
最

小
：
２

．
０

倍

２
．

６
兆

円
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地
方

消
費

税
引

上
げ

に
伴

う
都

道
府

県
の

歳
入

・
歳

出
の

変
動

に
つ

い
て

の
試

算
富

山
県

資
料

社
会

保
障

・
税

一
体

改
革

に
よ

る
社

会
保

障
関

係
費

の
増

加
が

人
口

比
例

的
に

生
ず

る
と

仮
定

し
た

場
合

の
試

算

＜
試

算
の

前
提

＞

○
地

方
消

費
税

増
加

額
＝

地
方

消
費

税
引

上
率

1
.2

％
×

2
兆

5
,3

0
0
億

円
（
1
％

相
当

額
）
×

1
/
2
（
都

道
府

県
分

）
＝

1
兆

5
,2

0
0
億

円

→
 都

道
府

県
毎

の
５

年
平

均
決

算
シ

ェ
ア

に
よ

り
「
不

交
付

団
体

分
」
と

「
交

付
団

体
分

」
を

算
出

○
地

方
消

費
税

率
引

上
げ

に
よ

る
歳

出
増

加
額

＝
2
兆

5
,3

0
0
億

円
×

0
.7

6
％

相
当

（
※

）
×

4
5
／

1
0
0
（
都

道
府

県
分

）
＝

8
,7

0
0
億

円

→
 H
22

国
調

人
口

に
よ

り
「
不

交
付

団
体

分
」
と

「
交

付
団

体
分

」
を

算
出

（
※

）
0
.7

6
%
＝

引
上

げ
分

（
国

・
地

方
）
5
%
の

う
ち

「
一

体
改

革
・
広

報
に

関
す

る
基

本
方

針
」
(H

2
4
.1

.2
0
関

係
５

大
臣

会
合

資
料

)で
示

さ
れ

た

①
消

費
税

引
上

げ
に

伴
う

社
会

保
障

支
出

等
の

増
0
.3

%
相

当
②

機
能

強
化

（
制

度
改

革
に

伴
う

増
）

1
%
相

当

③
機

能
強

化
（
高

齢
化

等
に

伴
う

増
）

1
%
相

当

2
.3

%
（
上

記
①

～
③

の
計

）
×

1
/
3
（
社

会
保

障
4
経

費
に

お
け

る
地

方
の

負
担

割
合

）
＝

0
.7

6
％

歳
入

（
Ａ

）
地

方
消

費
税

増
加

額
（
1
.2

％
分

）
2
,1

0
0
億

円
歳

入
（
Ａ

’
）

地
方

消
費

税
増

加
額

（
1
.2

％
分

）
1
兆

3
,1

0
0
億

円
①

臨
時

財
政

対
策

債
の

減
少

（
※

）
△

5
,3

0
0
億

円
②

※
地

方
消

費
税

引
上

げ
時

点
で

臨
時

財
政

対
策

債
は

発
行

し
て

い
な

い
。

計
7
,8

0
0
億

円

歳
出

（
Ｂ

）
社

会
保

障
関

係
費

の
増

加
額

9
0
0
億

円
歳

出
（
Ｂ

’
）

社
会

保
障

関
係

費
の

増
加

額
7
,8

0
0
億

円

（
Ａ

）
－

（
Ｂ

）
＝

1
,2

0
0
億

円
（
Ａ

’
）
＝

（
Ｂ

’
）

不
交

付
団

体
交

付
団

体

※
上

記
②

の
減

少
に

加
え

、
地

方
交

付
税

原
資

の
増

加
に

応
じ

て
　

 臨
時

財
政

対
策

債
が

減
少

地
方

消
費

税
引

上
げ

に
伴

う
都

道
府

県
の

歳
入

・
歳

出
の

変
動

に
つ

い
て

の
試

算
富

山
県

資
料

社
会

保
障

・
税

一
体

改
革

に
よ

る
社

会
保

障
関

係
費

の
増

加
が

人
口

比
例

的
に

生
ず

る
と

仮
定

し
た

場
合

の
試

算

＜
試

算
の

前
提

＞

○
地

方
消

費
税

増
加

額
＝

地
方

消
費

税
引

上
率

1
.2

％
×

2
兆

5
,3

0
0
億

円
（
1
％

相
当

額
）
×

1
/
2
（
都

道
府

県
分

）
＝

1
兆

5
,2

0
0
億

円

→
 都

道
府

県
毎

の
５

年
平

均
決

算
シ

ェ
ア

に
よ

り
「
不

交
付

団
体

分
」
と

「
交

付
団

体
分

」
を

算
出

○
地

方
消

費
税

率
引

上
げ

に
よ

る
歳

出
増

加
額

＝
2
兆

5
,3

0
0
億

円
×

0
.7

6
％

相
当

（
※

）
×

4
5
／

1
0
0
（
都

道
府

県
分

）
＝

8
,7

0
0
億

円

→
 H
22

国
調

人
口

に
よ

り
「
不

交
付

団
体

分
」
と

「
交

付
団

体
分

」
を

算
出

（
※

）
0
.7

6
%
＝

引
上

げ
分

（
国

・
地

方
）
5
%
の

う
ち

「
一

体
改

革
・
広

報
に

関
す

る
基

本
方

針
」
(H

2
4
.1

.2
0
関

係
５

大
臣

会
合

資
料

)で
示

さ
れ

た

①
消

費
税

引
上

げ
に

伴
う

社
会

保
障

支
出

等
の

増
0
.3

%
相

当
②

機
能

強
化

（
制

度
改

革
に

伴
う

増
）

1
%
相

当

③
機

能
強

化
（
高

齢
化

等
に

伴
う

増
）

1
%
相

当

2
.3

%
（
上

記
①

～
③

の
計

）
×

1
/
3
（
社

会
保

障
4
経

費
に

お
け

る
地

方
の

負
担

割
合

）
＝

0
.7

6
％

（
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（
）

,
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（
）

（
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地
方

税
財

政
特

別
委

員
会

(
H
2
4
.
2
.
2
4
開

催
)
で

出
さ

れ
た

主
な

意
見

（
論
点
①
）

地
方

消
費

税
収

と
社

会
保

障
給

付
水

準
の

か
い
離

の
調

整
に
つ
い
て

○
地

方
消

費
税

は
地

域
間

の
税

収
の

偏
在

の
少

な
い
税

で
は

あ
る
も
の

の
、
各

団
体

の
地

方
消

費
税

収
と
社

会
保

障
給

付
の

水
準

は
一

致
し
な
い
こ

と
か

ら
、
引

上
げ
分

の
地

方
消

費
税

収
を
基

準
財

政
収

入
額

へ
１
０
０
％

算
入

す
る
と
と
も
に
、
基

準
財

政
需

要
額

に
お
い
て
も
、
社

会
保

障
に
係

る
地

方
負

担
の

全
額

を
積

み
上

げ
る
べ

き
。

（
論
点
①
）

地
方

消
費

税
収

と
社

会
保

障
給

付
水

準
の

か
い
離

の
調

整
に
つ
い
て

方
負

担
の

全
額

を
積

み
上

げ
る
べ

き
。

○
統

計
数

値
に
よ
っ
て
は

都
道

府
県

別
の

最
終

消
費

を
正

確
に
把

握
で
き
な
い
こ
と
か

ら
、
消

費
代

替
指

標
と
し
て
「
人

口
」
を
用

い
る
等

の
検

討
を
行

う
べ

き

（
論
点
②
）

地
方
消
費
税
の
清
算
基
準
に
つ
い
て

う
べ

き
。

○
引

上
げ
分

の
地

方
消

費
税

収
に
つ
い
て
は

、
使

途
を
明

確
に
し
社

会
保

障
財

源
化

す
る
と
さ
れ

て
い
る
こ
と
か

ら
、
清

算
基

準
は

、
社

会
保

障
経

費
負

担
の

実
態

を
反

映
す
る
よ
う
な
客

観
的

指
標

（
高

齢
者

人
口

や
若

年
者

人
口

等
）
を
用

い
る
べ

き
。

○
清

算
基

準
の

見
直

し
は

、
あ
く
ま
で
地

方
税

と
し
て
の

性
格

を
維

持
す
る
範

囲
に
と
ど
め
る
べ

き
。
財

政
調

整
を
目

的
と
す
る
変

更
は

税
理

論
に
沿

わ
なな
い
。

○
地

方
消

費
税

を
社

会
保

障
目

的
の

地
方

共
同

税
と
構

成
し
、
そ
の

配
分

指
標

と
し
て
、
高

齢
者

人
口

や
若

年
者

人
口

を
用

い
る
こ
と
を
検

討
す
べ

き
。

（
論
点
③
）

地
方
法
人
特
別
税
等
に
つ
い
て

○
地

方
法

人
特

別
税

及
び
地

方
法

人
特

別
譲

与
税

は
、
地

方
の

自
立

と
分

権
型

社
会

構
築

の
た
め
地

方
税

の
充

実
を
図

る
と
い
う
地

方
分

権
の

基
本

的
な
考

え
方

に
逆

行
す
る
も
の

で
あ
り
、
税

制
の

抜
本

改
革

に
お
い
て
、
こ
れ

ま
で
の

全
国

知
事

会
の

主
張

ど
お
り
、
直

ち
に
廃

止
す
べ

き
。

○
今

回
の

消
費

税
・
地

方
消

費
税

の
税

率
引

上
げ
は

、
社

会
保

障
財

源
を
確

保
す
る
た
め
の

税
制

改
正

で
あ
り
、
税

源
偏

在
是

正
の

具
体

的
な
方

策

が
示

さ
れ

て
お
ら
ず
抜

本
改

革
と
は

言
え
な
い

地
域

間
の

偏
在

性
が

小
さ
い
地

方
税

体
系

を
構

築
す
る
た
め
の

抜
本

的
な
見

直
し
が

行
わ

れ
る
ま

（
論
点
③
）

地
方
法

特
別
税
等

が
示

さ
れ

て
お
ら
ず
抜

本
改

革
と
は

言
え
な
い
。
地

域
間

の
偏

在
性

が
小

さ
い
地

方
税

体
系

を
構

築
す
る
た
め
の

抜
本

的
な
見

直
し
が

行
わ

れ
る
ま

で
は

、
地

方
法

人
特

別
税

及
び
地

方
法

人
特

別
譲

与
税

を
維

持
し
、
偏

在
性

を
縮

小
す
る
措

置
の

拡
充

を
行

う
べ

き
。

○
地

方
の

社
会

保
障

財
源

の
確

保
に
当

た
っ
て
は

、
地

方
税

で
あ
る
地

方
消

費
税

の
充

実
を
基

本
と
し
て
き
た
こ
と
か

ら
、
都

道
府

県
間

に
お
け
る
税

収
格

差
が

課
題

と
な
っ
て
い
る
。
自

主
財

源
で
あ
る
地

方
税

の
充

実
強

化
と
税

源
偏

在
是

正
の

た
め
、
消

費
税

と
地

方
法

人
課

税
の

税
源

交
換

や
地

方
有
税

方
税

方
税

収
部

を
方

自
治

体
財

位
水

的
整

す
仕

組
な
ど
新

な
も
含

方
共
有
税

、
地

方
共
同
税

（
地

方
税
収

の
一
部

を
地

方
自

治
体

の
共

通
財

源
と
位

置
付

け
、
水
平

的
に
調

整
す
る
仕
組
み
）
な
ど
新

た
な
手

法
も
含

め
検
討
し
て
い
く
べ
き
。
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